MLS勉強会　8/24
1. 代表による言葉　根本
2. 法律の基礎知識　宇野
　　　民事訴訟について

①損害賠償請求権

　　　　　生じた損害をどこに負担させるべきかという観点から定められるべきものであって、責任ありとされるものを制裁・断罪するために定めるものではない。

　②訴訟の開始

　　　・訴えの提起

　　　・最初の口頭弁論

　　　・争点整理：準備的口頭弁論、弁論準備手続き、書面による準備手続き

　　　・証拠調べ

　　　・判決　　

　③民事訴訟法の原則

　　　・処分権主義

　　　　　当事者は訴訟の開始、訴訟物の範囲の確定、訴訟の終了について処分権能を持っている。（訴えなくして裁判なし）
　　　・弁論主義

　　　　　裁判所が判決するためには、その前提として事件の事実や証拠を収集しなければならないが、この事実と証拠の収集を当事者のみの権限とする建前

　　　・自由心証主義

　　　　　・あらゆる人や物が証拠方法になりうる

　　　　　・証拠力（価値）の評価は裁判官の判断による（論理則、経験則に反しない限り）当事者が提出した書類は両当事者に使われる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒証拠共通の原則
　　　　　・弁論の全趣旨で判断（資料だけではなく状況や模様、態度などの一切を考慮）

　　　　　・経験則の自由選択（間接事実や証拠について）

　　　・証明責任

　　　　　ある事実が真偽不明の場合に、判決において、その事実を用件とする

自己に有利な法律効果の発生または不発生が認められないことになる

一方当事者の不利益の負担を証明責任という

　　　　　　　　⇒自由心証が尽きたところから証明責任がはじまる
④参考条文

　　・民法４１５条（債務不履行責任）

　　・民法７０９条（不法行為責任）
　　・民事訴訟法１３３条（訴え提起の方式）

　　・民訴規則５３条（訴状の記載事項）
　　・民事訴訟法２４６条（判決事項）

　・民事訴訟法２４７条（自由心証主義）

３．医学の基礎知識　鈴木
　　　脳内出血について

1 神経系の分類

・中枢神経系

・末梢神経系

2 脳の正常構造

ⅰ）脳の構造

ⅱ）脳を取り巻く構造

3 脳出血と脳ヘルニア

ⅰ）脳内出血

ⅱ）脳ヘルニア

　　　

意識障害について

1 意識障害の指標

ⅰ）Japan Coma scale(JCS)

ⅱ）Glasgow Coma scale(GCS)

2 姿勢異常

ⅰ）除皮質硬直

ⅱ）除脳硬直

　　　妊娠に合併する疾患

1 子癇

　　　妊娠２０週以降に初めて起こったけいれん発作で、てんかんなどの二次　　

　　　性けいれんが否定されるものを子癇という。全妊娠の0.05～0.3％に発症し、その原因は不明である。（妊娠高血圧症候群を基礎疾患に持つ妊婦に多いが、10％程度は高血圧を示さない。）

2 妊娠高血圧症候群

　　　妊娠20週以降に初めて高血圧が発症したもので、出産後12週以内に正常化するものを妊娠高血圧症候群という。特に、高血圧のみのものを妊娠高血圧、蛋白尿などの腎機能障害を伴うものを妊娠高血圧腎症といい、後者の方が全身合併症が生じ、子癇などに移行しやすく生命に危険が大きい。

４．判例検討　大塚

【判例】大淀病院事件　大阪地裁平成22年３月１日判決　

　Ⅰ．事案の概要

Ⅱ．請求

　Ⅲ．争点における当事者の主張と裁判所の判断

　　一．診療経過
(1)原告の主張

①Cの死因は、右前頭葉に発生した脳出血による脳ヘルニアであ
り、右前頭葉の出血は、8日午前0時頃に発生。

②(イ)の痙攣発作は、脳出血に起因する除脳硬直によるものであ
る。

(2)被告の主張

1 Cの死因は脳出血、脳ヘルニアをもたらした出血は8日午前4時頃に発生。

2 (イ)の痙攣発作は、子癇によるものである。

(3)裁判所の判断
①8日午前0時頃の時点で右脳に激しい出血が生じた。

②(イ)の痙攣発作は除脳硬直

3 午前2時頃までに開頭手術を行わないと救命不可能。　　

　　　　　　　　　　　　

二．Dの過失の有無

(1)原告の主張

　　D医師は、午前0時14分頃から数分間経過した時点でC

　　の意識消失が一過性のものではないと判断し、脳内病変　

　　を疑って頭部CT検査などを実施し、高血圧脳症あるいは

　　脳出血と診断したうえで脳出血の診察ができる高次医療

　　機関へ転送すべき義務があった。

(2)被告の主張

　　午前０時頃の経過観察、午前1時37分頃のマグネソール

注射は適切な処置であった。

(3)裁判所の判断

午前0時頃には未だ予測が不可能であり、午前1時37分頃に転送を優先させたことは不適切であったとはいえない。

　　　　　　　　　　　三．因果関係

　　　　　　　　　　　　　(1)原告の主張

　　　　　　　　　　　　　　　Cが8日午前0時14分頃に意識を消失してから数分経過
した時点で頭部CT検査を実施していれば、午前1時まで

には脳出血の存在が明らかになっていた。この場合、脳

圧硬化剤等の早期投与を受けるとともに、搬送先で速や

かに血腫除去術が行われていれば、Cが一命を取り留めた

高度の蓋然性がある。
　　　　　　　　　　　　　(2)被告の主張

　　　　　　　　　　　　　　　午前0時14分頃の段階では脳出血は発生しておらず、存

　　　　　　　　　　　　　　　在が明らかになることはない。

　　　　　　　　　　　　　　　仮に脳出血が発生していたとすれば、午前2時の時点で

不可逆的な脳ヘルニアが完成していたことになり、治療

可能性はなかった。

(3)裁判所の判断

最善を尽くしたとしても、奈良県立医大での手術開始は午前3時30分頃になったと考えられ、その時点では既に救命不可能であった。

　　　　
Ⅳ．その他の問題点

　　　　Ⅴ．参考文献

Q＆A

　Q対光反射とは？
　　　A．眼に光を当て、瞳孔が縮瞳するかどうかを見る。正常であれば縮瞳するが、異常があれば光を当てても変化がなかったりする。動眼神経が関与しているので、その神経が障害されているかどうかによる。

　Q各薬の意味は？

  Q1時間近く意識が消失しているがそれは普通の感覚ではやばいと思うのだが
医療者から見てよくあることなのか。

　A．バイタルサインが安定していれば大丈夫ではないかと思う。

　　　　

５．大西先生による講義

　Ⅰ．医療訴訟の動向

(1) 民事訴訟

ア　司法統計　（最高裁判所ウェブサイト・医事関係訴訟委員会ホームページ　
　　　http://www.courts.go.jp/saikosai/about/iinkai/izikankei/index.html）

(1) 医療関係訴訟事件の処理状況および平均審理機関

(2) 医事関係訴訟事件の終局区分別の割合

(3) 地裁民事第一審通常訴訟事件・医事関係訴訟事件の認容率(％)

　　　 イ　近年における傾向

　　　　　・2000年代前半に増加した新受件数の漸減

　　　　　・平均審理期間の短縮

　　　　　・認容率の低下

(2) 刑事事件

・検察庁への年別送致件数の増加

・社会的に耳目を集めた事件の発生とその影響

　　横浜市立大学病院事件、都立広尾病院事件、福島県立大野病院事件
・行政処分との関係

　　医道審議会の勧告→厚生労働大臣による処分

　　現在の制度への批判(刑事責任の後追い)

　Ⅱ．医療訴訟(民事)に関する裁判所の処理体制

(1) 地方裁判所における医療訴訟の集中部(医事部)の設置

(2) 医療訴訟と鑑定

ア　1990年代までの鑑定の運用とその問題点

　　　　　　書面による単独鑑定

　　　　　　鑑定人尋問

　　　 イ　2000年代以降の改善

(1) 鑑定人の選任

(2) 鑑定方法に関する工夫(東京、大阪、千葉地裁等)
・口頭による鑑定

・複数鑑定、共同鑑定

・アンケート鑑定、カンファレンス鑑定

(3) 鑑定意見の陳述の方法

平成15年改正前民訴法：証人尋問に準ずる。

→平成15年改正民訴法

・鑑定人質問

　　鑑定人の意見の内容を明瞭にし、またはその根拠を確認するために必要

な事項に限定　　

・テレビ会議システムによる陳述

(4) 改善効果

・審理期間の短縮

・鑑定人の負担軽減

・鑑定意見の信頼性の向上

(5) 残された課題

・適切な鑑定事項の確定

　　争いのない診療経過に基づく医療行為の適切性に限定すべきか、診療経

過(客観的な事実)そのものまで鑑定事項とすべきか。

　Ⅲ．大淀病院事件(大阪地裁平成22年3月1日判決・判タ1323号212項)の考察

(1) 事案の経過

(2) 主たる争点

(3) 裁判所の判断

(4) 検討
　Ⅳ．最後に・・・

(1) 医事関係訴訟(医療過誤訴訟)における今後の課題

　　　専門委員制度の活用：特に争点整理段階

　　　調査官制度の活用

(2) 医療行為の分類に応じた注意義務の水準の設定

(3) 残念な二つの「言葉の暴力」

　　　ア　医師によるインターネット言論の問題点

　　　イ　大淀病院事件判決の「付言」

